
  

発電水利使用に関する不適切事例に係る
再発防止策の報告について

                                                                            平成19年6月18日
                                                                            北陸電力株式会社

　平成１９年５月１６日に、国土交通省北陸地方整備局並びに近畿地方整備局より

「発電水利使用に関する不適切事案に係る再発防止策」を具体的に構築し、報告するよ

う命令がありました。

　当社はこれを受け、発電水利使用に関する再発防止策として､以下の４項目について、

６月１５日に国土交通省近畿地方整備局、本日、北陸地方整備局に報告しましたので、

お知らせいたします。

　【再発防止策の概要】

１．河川法令上の必要な手続きやデータ報告が適正に行われているかなど、適正な水利

    使用が行われていることを確認する体制を、組織横断的に整備しました。

　　具体的には、関係する部門毎に社内指針を整備し、現場の設備管理箇所から本店主

　　管部までの水利使用に係る適正性の確認体制を構築しました。

　　また、本店レベル及び支店レベルでそれぞれ「水利使用連絡会」を設置し、部門横

　　断的に水利使用に係る適正性を確認することとしました。

２．河川法令遵守意識の徹底を図るため、河川法令及びコンプライアンスに関する教　

　　育、社内指針の整備と継続的な改善、指針制定・改定時の速やかな社内通知などの

　　対策を策定いたしました。

３．工事実施に際して、河川法の許可申請要否、報告データの補正や計測方法の変更な

　　どについて、河川管理者と事前に相談を行うこととしました。

４．上記１から３について、毎年度取り組み、適正な水利使用の徹底を図るとともに、

    これらの取り組みが十分に機能していることを確認するため、外部専門家を含む

    点検体制を構築し、定期的に自己点検を実施いたします。

　　　
　今回の不適切な事案を改めて深く反省し、「隠さない風土と安全文化の構築」を経営

の原点に、新しい北陸電力を創り上げてまいる所存です。何とぞ、皆さまのご理解を賜

りますようお願い申し上げます。

以　上

　添付資料：「発電水利使用に関する不適切事案に係る再発防止策報告書」の概要

　　　　　　北陸・近畿地方整備局への再発防止策報告書

 



「発電水利使用に関する不適切事案に係る再発防止策報告書」の概要 

 

１． 水利使用に係る適正性の確認体制の整備 

河川法令上の必要な手続きやデータ報告が適正に行われているかなど、適正な水利使用が

行われていることを確認する体制を、組織横断的に整備しました。 

   具体的には、関係する部門毎に社内指針を整備し、現場の設備管理箇所から本店主管部ま

での水利使用に係る適正性の確認体制を構築しました。 

また、本店レベル及び支店レベルでそれぞれ「水利使用連絡会」を設置し、部門横断的に

水利使用に係る適性性を確認することとしました。 

問題が発生した場合はＰＤＣＡを確実に実施し，不適切事案の再発防止を徹底いたします。

水利使用適正性の確認体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．河川法令の遵守意識の徹底 

河川法令遵守意識の徹底を図るため、河川法令及びコンプライアンスに関する教育、社

内指針の整備と継続的な改善、指針制定・改定時の速やかな社内通知などの対策を策定し

ました。 

・河川法令に関する教育の取組内容と平成１９年度の計画 

・コンプライアンス教育の取組内容と平成１９年度の計画 

・社内指針の整備，継続的な改善，制改定時の速やかな社内周知 

・各部門の品質管理チーム（担当）による現場状況の把握 

 

○整備した社内指針 

土 木 部：「河川法に係る業務指針」他３件   Ｈ19.5.30 制定 

電力流通部：「水力発電所施工指針（申請業務）」 Ｈ19.5.30 改定 

総 務 部：「水利権許可申請書作成指針」    Ｈ19.6. 6 制定 

 

 

３．河川法令手続き等に係る事前相談の実施 

・工事に係る河川法許可申請の要否，水利権の取得・更新，報告データの補正や計測方法

の変更について，河川管理者との事前相談を実施いたします。 

・各部門の社内指針に河川管理者との事前相談を追記しました。 

 

 

４．定期的な自己点検 

    前項１～３までについて，外部専門家を含む点検体制を構築し，これらの取り組みが十

分に機能し，河川法令にすべからく違反していないか否か及び施設の安全性が確保できて

いるか否かを毎年度点検いたします。 

    また，５年毎（初回は平成２４年度）に，その結果を当該年度の１０月末日までに河川

管理者へ報告いたします。 
 

以 上 

平成 19 年 6 月 18 日

北陸電力株式会社 

※１水利使用連絡会（本店）  
①各部の業務の実施状況，品質管理部の社内考査結果等の確認 
②水利使用に関する情報交換・協議 

※２水利使用連絡会（支店）  
支店単位での土木部門，電力流通部門，総務部門の連絡会 
①事前相談資料及びデータ報告の相互確認 
②水利使用に関する情報交換・協議 

 

実施
状況
説明 

主管部 
(内容審査・確認) 

(セルフチェック) 

 

土木部 

・土木運営チーム 

・品質管理チーム 

電力流通部 

・水力発電チーム 

・品質管理チーム 

総務部 

・立地用地総括 

チーム 

改善
指導 

品
質
管
理
部 

考
査
室 

申請・報告書 

提出箇所 
(内容審査・確認) 

・土木部 

土木工務チーム 
 

・石川,福井 

支店技術部 
土木建築チーム 

設備管理・ 

工事担当箇所 

（工事実施， 

 申請書作成， 

データ計測， 

報告書作成） 
電力部発変電保守課 
電力部発電工事課 

水路工作物の土木設備 

(ダム・水路等) 
水路工作物の電気設備 

(水車等) 
水利権取得及び 

期間更新 

電力部土木課 

責任者:課長・ 

チーム統括 

（水利権許可申請） 

・富山支店用地担当 

・石川,福井支店 

総務部用地チーム 

責任者：電力部長 

(申請要否・報告データ・施設の安全性の確認) 

・電力流通部 

水力発電チーム 
 

・石川,福井 

支店技術部 
電力保安チーム 

※１ 

※２ 

平成 19 年 7月 1 日以降の組織名で表記 



 

北陸地方整備局提出  
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平成１９年６月１８日 

 

北陸電力株式会社 
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１．  本報告書の位置づけ  
当社は，国土交通省河川局長から「水力発電関連施設に係る自主点

検の実施（平成１８年１１月２１日）」，国土交通省北陸地方整備局長

から「水力発電関連施設に係る報告徴収（平成１９年２月１５日）」の

指示を受け，水力発電設備における河川法の許可手続きの遺漏，水利

使用規則に基づく測定データに関する不適切な取扱いの有無等の調査

を行い，平成１８年１２月２０日及び平成１９年３月１４日にそれぞ

れ調査結果を報告いたしました。  
河川法に基づく許可申請の手続き漏れや取水量報告に係る不適切な

取扱い等の不適切な事案がありましたことを深く反省し，改めてお詫

び申し上げます。  
 
平成１９年５月１６日，国土交通省北陸地方整備局長より「発電水

利使用に関する不適切事案に係る再発防止策」について具体的に構築

し，その内容を報告するとともに，取り組みを徹底するよう命令を受

けました。  
本報告書は，具体的な再発防止策の内容とその実施状況を報告申し

上げるものです。  
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２．  再発防止策  
２．１  水利使用に係る適正性の確認体制の整備  

（１）体制の構築  
水力発電施設に係る河川法令上の必要な手続き及びデータ報告

に携わる部門において，河川法令に関する許可・承認申請業務及

びデータ報告業務に関する社内指針を整備し，水利使用に係る適

正性の確認体制を構築いたしました。  
＜内容＞  

○河川法令に携わる部門は，土木部門，電力流通部門，総務部門

の３部門であり，それぞれの部門における担当業務毎の実施箇

所及び責任者を図－１に示します。  
○河川法令に関する許可・承認申請業務及びデータ報告業務につ

いては，社内指針を表－１のとおり整備し，図－２～５に示す

とおり役割分担と責任を明確化しました。  
○許可・承認申請が漏れない仕組みとして，工事担当箇所が工事

件名一覧表を作成し，申請箇所が河川管理者と事前相談した上

で必要な許可・承認申請を行います。また，計画外工事につい

てもその都度，河川管理者と事前相談を実施し，必要な許可・

承認申請を行います。  
○データ報告業務が漏れないことやデータの適正性の確認につ

いては，報告書提出箇所が設備管理箇所で作成した資料の内容

審査を行い，本店主管部が承認した後，河川管理者に報告いた

します。  
○土木部，電力流通部，総務部の品質管理チーム（担当）は自部

門の業務の実施状況の確認（セルフチェック）を行い，品質管

理部は，各部門における業務運営の有効性について確認し，問

題点があれば改善の指導を行います。  
○土木部，電力流通部，総務部で構成する「水利使用連絡会（本

店）」では，各部の業務の実施状況，品質管理部の社内考査結

果等を確認するとともに，水利使用に関する情報交換・協議を

行います。  
 また，支店単位で構成する「水利使用連絡会（支店）」では，

事前相談資料及びデータ報告の相互確認，水利使用に関する情

報交換・協議を行います。  
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※１水利使用連絡会（本店） 活動頻度（年４回）  

①各部の業務の実施状況，品質管理部の社内考査結果等の確認  
②水利使用に関する情報交換・協議  
 

※２水利使用連絡会（支店） 活動頻度（年４回）  
支店単位での土木部門，電力流通部門，総務部門の連絡会  
①事前相談資料及びデータ報告の相互確認  
②水利使用に関する情報交換・協議  
 

（注） 

平成１９年７月１日までは，土木部品質管理チームを土木部品質管理

担当，課長・チーム統括を所長・チーム統括，富山支店用地担当を富

山用地事務所，品質管理部考査室を経営管理部品質管理室に読み替え

る。（以下，同じ） 

 

図－１ 水利使用適正性の確認に係る各部の役割分担 

 

実施
状況
説明  

主管部  
(内 容 審 査 ・ 確 認 ) 

(セ ル フ チ ェ ッ ク )  

 

土 木 部  

・ 土 木 運 営 チ ー ム  

・ 品 質 管 理 チ ー ム  

電 力 流 通 部  

・ 水 力 発 電 チ ー ム  

・ 品 質 管 理 チ ー ム  

総 務 部  

・ 立 地 用 地 総 括  

チ ー ム  

改善
指導  

品
質
管
理
部 

考
査
室 

申請・報告書  

提出箇所  
(内容審査・確認 )  

・ 土 木 部  

土 木 工 務 チ ー ム  
 

・ 石 川 ,福 井  

支 店 技 術 部  
土 木 建 築 チ ー ム  

設備管理・  

工事担当箇所  

（工事実施，  

 申請書作成，  

データ計測，  

報告書作成）  
電 力 部 発 変 電 保 守 課  
電 力 部 発 電 工 事 課  

水路工作物の土木設備

(ダ ム ・ 水 路 等 )  
水路工作物の電気設備

(水 車 等 )  
水 利 権 取 得 及 び  

期 間 更 新  

電 力 部 土 木 課  

責 任 者 :課 長 ・  

チ ー ム 統 括  

（ 水 利 権 許 可 申 請 ）  

・ 富 山 支 店 用 地 担 当  

・ 石 川 ,福 井 支 店  

総 務 部 用 地 チ ー ム  

責 任 者 ： 電 力 部 長  

(申 請 要 否・報 告 デ ー タ・施 設 の 安 全 性 の 確 認 )  

・ 電 力 流 通 部  

水 力 発 電 チ ー ム  
 

・ 石 川 ,福 井  

支 店 技 術 部  
電 力 保 安 チ ー ム  

※１  

※２  

平成 19 年 7 月 1 日以降の組織名で表記  （注） 
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表－１ 整備した社内指針  

部門  社内指針名称  整備内容  実施期日  
｢水力発電所取水

量管理指針｣の制

定 

・土木部門及び電力流通部門にまた

がる取水量の管理，記録報告業務

の役割分担と責任を明確にし，社

内指針として新たに制定。 

H19.5.30

制定 

土木部・ 

電力流通部 

｢有峰引水運用指

針｣の制定 

・有峰引水の運用，制御，監視及び

記録報告業務を行う関係各事業

所の役割分担と責任を明確にし，

社内指針として新たに制定。 

H19.4.1 

制定 

｢河川法に係る業

務指針｣の制定 

・品質管理担当箇所による業務の実

施状況の確認，今回の国土交通省

への報告事項等を追記。 

・既に実施中の「改修工事に係る河

川法申請業務標準 (H16.3.30 制

定)」と「取水量等の報告に関す

るチェックリスト作成について

(H19.3.28 土木運営ﾁｰﾑ統括達)」

を統合し，社内指針として制定。

H19.5.30

制定 

土木部 

｢土木保守業務担

当区分指針｣の制

定 

・既に運用中の「土木保守業務担当

区分規準」に品質管理担当箇所の

業務区分，今回の命令に基づく国

土交通省への報告事項に関する

業務区分を追記し，社内指針とし

て制定。 

H19.5.30

制定 

電力流通部 ｢水力発電所施工

指針(申請業務)｣

の改定 

・電気担当が実施する河川法に関す

る申請業務について，申請・届出

チェックリスト，役割分担，業務

フロー及び品質管理担当箇所に

よる業務の実施状況の確認を追

加し，指針を改定。 

H19.5.30

改定 

総務部 ｢水利権許可申請

書作成指針｣の制

定 

・河川法に係る申請業務について，

役割分担及びチェック体制を明

確化し，指針を制定。 

H19.6.6 

制定 
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（２）許可・承認申請，データ報告の実施  
上記社内指針で定めた役割分担及び業務フロー（図－２～５）

に基づき，許可・承認申請，データ報告書作成及び内容審査を行

うとともに，河川管理者と事前協議を行い，適切な許可・承認申

請･データ報告を実施します。  
 

（３）許可・承認申請，データ報告業務の適正性確認  
各部品質管理チーム（担当）により，許可・承認申請，データ

報告業務が，上記社内指針に基づき適切に実施され，確実な再発

防止につながっているか定期的（年１回）にサンプル調査により

確認（セルフチェック）します。  
また，品質管理部による社内考査において，定められた仕組み

の有効性を定期的（年１回）にサンプル調査により確認するとと

もに，実施状況のヒアリングを行い，問題点があれば改善の指導

を行います。  
なお，河川管理者への報告は，５月末までに土木部土木運営チ

ームが行います。  
 
以上の定期的な適正性確認の結果に基づき，問題が発生した場

合には「原因究明」「対策案の検討」「社内指針の改定・周知」等

の是正措置を施すなど，ＰＤＣＡを確実に実施し，不適切事案の

再発防止を徹底します。  
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図－２ 工事許可申請に関する業務分担（土木部門） 

［ダム，水路，ゲート等］  

土木部
品質管理
チーム

土木部土木運営チーム
工事担当箇所

（電力部土木課）
河川管理者

START

工事計画策定

工事計画ﾋｱﾘﾝｸﾞ（工事内容・申請手続き検討）

工事計画集約

事前相談資料作成

計画外工事

事前相談資料
の確認

事前相談資料
集約・審査

事　前　相　談

事前相談結果
の確認

注2

申請書作成 内　容　審　査 事　前　説　明

工事に係る同意取
得･補償交渉

事前説明結果確認

決裁

申請予定件名の確認 申請書提出 審査・許可

決裁 許可条件

工事着工･竣工 工事着工･竣工

申請手続き
完了の確認

END

許可条件確認、遵守

完　成　検　査

河
川
法
上
の
必
要
な
手
続
き

注1：事前相談時
は，他部門の河川
法に係る当該年度
の工事件名一覧表
を集約し提出す
る。

注2：申請手続き
の最終責任
工事一覧表に基づ
き申請実施

申請箇所
土木部土木工務チーム

支店技術部土木建築チーム

注：この業務分担
における申請は，
許可・承認申請，
届出のことをさ
す。

運　用　開　始

工事計画決定

:申請の進
捗に合わせ
て実施

右
記
の
業
務
が
適
正
に
行
わ
れ
て
い
る
こ
と
を
定
期
的
（

年
1
回
）

に
検
証
・
評
価
（

セ
ル
フ
チ
ェ
ッ

ク
）

注1

申請が必要
なもの

申請が不要なもの

注3

注3

注3：ダム水
路課長が申
請要否を確
認
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図－３ 工事許可申請に関する業務分担（電力流通部門）  
［水車，水路電力線・通信線等］  

電力流通部 
品質管理 
チーム  

電力流通部 

水力発電チーム 

工事担当箇所 
（電力部保守課・工事課 

 ・発変電課，電力所） 

 

河川管理者 

START  

工事計画策定 

工事計画集約 

計画外工事 

事前相談資料作成 

事 前 相 談 

申請書作成 内 容 審 査 事 前 説 明 

工事に係る同意取
得･補償交渉 事前説明結果確認 

申請予定件名の確認 審査・許可 

決裁 許可条件 

工事着工･竣工 工事着工･竣工 

END 

河

川

法

上

の

必

要

な

手

続

き

 

注 1：事前相談時は，土

木部土木運営チー

ムが河川法に係る

当該年度の工事一

覧表を集約し提出

する。 

申請箇所 

支店技術部電力保安チーム 

 

注：この業務分担におけ

る申請は，許可・承

認申請，届出のこと

をさす。 

運 用 開 始 

: 申請の進

捗に合わ

せて実施 

右
記
の
業
務
が
適
正
に
行
わ
れ
て
い
る
こ
と
を
定
期
的
（
年
一
回
）
に
検
証
・
評
価
（
セ
ル
フ
チ
ェ
ッ
ク
） 

注1 

事前相談資料 
集約・審査 

申請書提出 

決裁 

申請手続き完了 
の確認 

許可条件確認、遵守 

完 成 検 査 

工事計画ﾋｱﾘﾝｸﾞ（工事内容・申請手続き検討） 

工事計画決定 （配布） 

（配布） 

（提出） 

申請が不要なもの 申請が必要

なもの 

申請件名一覧作成 

申請件名一覧修正 

申請件名一覧に
実績入力 

（提出） 

内 容 審 査 
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 総務部  
立地 ･用地  
総括 ﾁｰﾑ  

支店技術部  
電力保安 ﾁｰﾑ  

申請資料作成箇所  
土木部土木工務 ﾁｰﾑ  

支店技術部  
土木建築 ﾁｰﾑ  

申請箇所  
 

支店用地 ﾁｰﾑ（担当） 

 
河川管理者  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

河

川

法

第

23
条

に

基

づ

く

申

請

手

続

き  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

     

 
図－４ 水利権に関わる申請業務分担  

右
記
の
業
務
が
適
正
に
行
わ
れ
て
い
る
こ
と
を
定
期
的(

年
１
回)
に
検
証
・
評
価
（
セ
ル
フ
チ
ェ
ッ
ク
） 

確認  

※ 新 規 水 利

権 必 要 情 報

は そ の 都 度

連絡  

(毎年 4 月 )  
・新規水利権が

必 要 と な る

工 事 の 有 無

の確認依頼  
・翌年度期間更

新 を 要 す る

水 利 権 の 確

認依頼  

翌 年 度 水 利 権

申 請 予 定 一 覧

表作成  
注 1，注 2 

事前相談  

注 1:  
更新種類  
・単純更新  
・ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ対

象等  
 
注 2：  
事 前 相 談 時
は，土木部土
木 運 営 チ ー
ム が 当 該 年
度 の 資 料 を
集 約 し 提 出
する。  

 
事前説明  

提出

許可  

事前相談資料作成  

申 請 に 必 要 な 書
類の作成依頼  

申請に必要な書類の作成  
 

申請に必要な書類の ﾁｪｯｸ  

確認  

 
決  裁  

申請書  

決裁書  
事前協議  

関係箇所に配布  

決
裁
書  
内
容
審
査  

許可条件確認  
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図－５ データ報告に関する業務分担  
［取水量報告，ダムゲート操作報告等］  

区
分

土木部
品質管理
チーム

土木部土木運営チーム
設備管理箇所

（電力部土木課）
河川管理者

出水時

元データを含め送付

河川管理者からの指示が

ある場合に提出する。

　※サンプルチェック
　（元データとの照合）

報告書提出箇所
土木部土木工務チーム

支店技術部土木建築チーム

提出対象発電所の
確認

河
川
法
第
4
9
条
に
基
づ
く
提
出

水
利
使
用
規
則
に
基
づ
く
報
告

　※サンプルチェック
　（元データとの照合）

・ダムゲート操作
　記録作成
・河川管理者への
　送信記録作成
・ダム放流警報
　記録作成

提出対象発電所の
チェックリスト

作成

取水量等報告作成
・取水量，使用
　水量
・調整池ダム状況
　報告
・ダム堆砂状況
　報告

右
記
の
業
務
が
適
正
に
行
わ
れ
て
い
る
こ
と
を
定
期
的
（

年
1
回
）

に
検
証
・
評
価
（

セ
ル
フ
チ
ェ
ッ

ク
）

内容審査

適正か※

YES

NO

報告

報告 報告

提出

内容審査

適正か※

YES

NO
報告

報告 報告

提出

報告

報告

承認 原因究明，再発防止策の策定，是正措置

承認 原因究明，再発防止策の策定，是正措置
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２．２  河川法令の遵守意識の徹底 

（１）教育の徹底 

ａ．河川法令に関する教育の徹底  
河川法令の理解不足，知識不足による不適切な事案発生の再

発防止策として，以下の河川法令に関する社員への職能教育を

充実させ，定期的に実施します。 

表－２ 河川法令に関する社員教育  
Ｈ19 年度 部

門 
取組実施内容 対象 

5 6 7 8 9 下期
備考 

○新入社員教育  
水 力 発 電 所 の 業 務 に 必 要 な 河 川 法 令

の基礎知識に関する教育を追加し実施。  

新入社員 

（毎年１回） 

      次年度
以降  
継続 

○法令研修会（臨時）  
河川法令に関わる従業員に対し，河川

法令 の内 容説 明及 び手 続き に関 する 研
修を集中的に実施。  

役職：全員 
一般職：全員 
（３回実施） 

      
H19  

○土木技術基礎教育  
土木工事に必要となる許可申請等，法

令手続きに関する教育を追加し実施。 

高卒入社 3 年次以上

大卒入社 2 年次以上

（毎年１回） 

      次年度
以降  
継続  

○土木技術専門教育  
土木工事に必要となる許可申請等，法

令手続きに関する教育を追加し実施。  

高卒入社 8 年次以上

大卒入社 4 年次以上

（毎年１回） 

      次年度
以降  
継続  

○土木鋼構造物技術基礎教育  
土 木 鋼 構 造 物 工 事 に 必 要 と な る 許 可

申請等，法令手続きに関する教育を追加
し実施。  

高卒入社 3 年次以上

大卒入社 2 年次以上

（毎年１回） 

      次年度
以降  
継続  

土
木
部 

○土木鋼構造物技術専門教育  
土 木 鋼 構 造 物 工 事 に 必 要 と な る 許 可

申請等，法令手続きに関する教育を追加
し実施。  

業務経験年数 
3 年以上 

（毎年１回） 

      次年度
以降  
継続  

○新入社員教育  
水 力 発 電 所 の 業 務 に 必 要 な 河 川 法 令

の基礎知識に関する教育を追加し実施。  

新入社員 
（毎年１回） 

      次年度
以降  
継続 

○法令教育（新規）  
水 力 発 電 所 の 工 事 及 び 日 常 業 務 上 必

要と なる 河川 法令 に基 づく 申請 業務 に
関する必要知識を習得。 

 
 
H19 年度は 35 才以上全社員を対象に

実施。  

(臨時) 
役職：全員 

（３回実施） 
一般:35 才以上
（３回実施） 

(定例実施) 
入社５年次全員
（毎年１回） 

      
 
 

H20 
他一般職
 
 
H20 ～ 継
続  

○水力発電設備設計研修  
工事に必要となる許可申請等，法令手

続きに関する教育を継続的に実施。  

30 才程度 
（毎年１回） 

      次年度
以降  
継続  

電
力
流
通
部 

○主機全面改修研修  
水車，発電機の全面改修に伴う業務と

して，許可申請等，法令手続きに関する
教育を継続的に実施。  

35 才程度適任者
（１回/３年）

      次年度
以降  
継続  

総
務
部 

○水力担当者研修  
水 利 権 許 可 申 請 業 務 に お け る 法 令 手

続きに関する教育を継続的に実施。  

支店用地 (水力担当 )

役職者,担当者

      
次年度
以降  
継続  

一般職 97 名  

役職 90 名  

役職 28 名  

一般職 48 名  
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ｂ．コンプライアンス教育の徹底 

取水量等報告の不適切な取扱い等の事例に対し，法令遵守の

徹底をより一層強化するため，以下のコンプライアンスに関す

る教育を実施します。 

 

表－３ コンプライアンスに関する社員教育  
Ｈ19 年度 部

門 
取組実施内容 対象 

5 6 7 8 9 下期

備 

考 

水

力  

○不適切事例コンプライア

ンス研修（臨時）  
現業役職者  

(土木 ,電流部 ) 
(3 回実施 ) 

       

○職場単位の集団討議実施  
不適切事案を追記した行

動規範事例集等を用いて，

各職場でコンプライアンス

に関する集団討議を実施。  
 

各職場 (年 4 回 ) 

 

     

 

○コンプライアンスマイン

ド変革研修（新規）  
既に，新入社員教育・ス

テップアップ研修，新任管

理 監 督 者 研 修 ,新 任 特 別 管

理職研修等においてコンプ

ライアンス教育を実施して

いるが，更に，コンプライ

アンス意識の徹底を図るた

め，コンプライアンスの根

底となるマインドのあり方

についての研修を集中的に

実施。  

全社共通 

 

(臨時教育) 
全従業員対象 

(100 回程度) 

 

 

(定例教育追加)
新入社員ﾌｫﾛｰ研修

(入社 2 年次) 

中堅社員研修 

 

特管職ﾌｫﾛｰ研修 

 

 

       
 
 
 
 
 
次年度

以降  
継続  

 

全

社

共

通  

○コンプライアンス集中教

育（新規）  
指導的役割を果たす経営

幹部及び職場の長である管

理職を対象としてコンプラ

イアンスに関する研修を集

中的に実施。  

全社共通  

(臨時教育)  
経営幹部教育  

 
 

管理職研修  
(全特別管理職 ) 

 

       

 
 
 
 

(H19.4.20～27 実施)
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（２）社内規定の整備 

河川法に関する許可・承認申請業務及びデータ報告業務が適正

に行われるよう，関係部門の社内指針を整備するとともに継続的

に改善します。また，社内指針の制改定を実施した場合は，速や

かに社内周知を実施します。 

なお，今回の不適切事案の再発防止を目的として平成１９年度

に整備した社内指針は，表－１（４頁参照）のとおり。  
 

（３）本店等における現場の状況把握 

河川法令に関する許可・承認申請業務及びデータ報告業務が適

正に行われるよう，社内指針に定めた業務フローに基づき「計画

段階」「実施段階」及び「業務完了時」に本店主管部が各業務の

状況把握・内容審査を行います。 

また，各部門の品質管理チーム（担当）による業務の実施状況

の確認（セルフチェック）において，本店主管部が現場の状況を

把握し，業務が適正に実施されているかを確認します。  
 
 
（４）前年度の取組実績の報告  

平成２０年度以降は，前年度の教育実績（実施した研修の概要，

当該研修の人数及び研修の成果の要旨）及び社内規定の変更実績

（社内規定変更の内容及びその周知の状況等），当該年度の教育

等の取組実施計画を土木部土木運営チームにて全社集約の上，毎

年５月末日までに河川管理者へ報告いたします。  
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２．３ 河川法令手続き等に係る事前相談の実施  
（１）河川管理者との事前相談  

河川法に係る工事を行おうとする場合，水利権の取得・更新

を行う場合，水利使用規則で報告を求められているデータの補

正やその計測方法の変更を行おうとする場合には，河川管理者

と事前相談を行います。（図－２～５参照）  
なお，工事計画策定時には，各部門で工事計画資料を作成し

土木部土木運営チームが集約した上で，一括して河川管理者と

毎年３月末日までに事前相談を行います。  
また，年度途中で緊急に必要となる工事については，その都

度各部門が河川管理者と事前相談を行います。  
 
（２）河川管理者への報告  

土木部，電力流通部は，各部門が河川法に係る当該年度の工

事計画，水利使用規則で報告を求められているデータに係る計

測予定表，前年度の工事実績及び工事履歴，その他河川管理者

から指示されたものを作成します。  
土木部土木運営チームは各部門の集約を行い，毎年５月末日

までに河川管理者に報告いたします。  
表－４ 河川管理者への報告に関する業務分担  

 
土木部 

(土木運営ﾁｰﾑ) 
電力流通部 

（水力発電ﾁｰﾑ） 
河川 

管理者 

対
象
業
務 

・土木部所管設備に 
係る工事計画及び実
績 

・同工事履歴 

・水利使用規則に基づ
き報告するデータ計
測予定表 

・その他河川管理者か
らの指示による事項 

・電力流通部所管設備
に係る工事計画及び
実績 

・同工事履歴 

 
 
 
・その他河川管理者か

らの指示による事項 

役
割
分
担 

  

 

報告  

5 月末  

各電力部，支店

土 木 建 築 チ ー

ム に お い て 資

料作成  

各 電 力 部 に お

いて資料作成  

全社集約  

内容審査･集約  内容審査･集約  
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２．４ 定期的な自己点検 

（１）自己点検体制の構築  
自己点検の公正性を確保するため，外部専門家（大学教授，弁

護士）を含む委員会を設置し，「河川法令にすべからく違反して

いないこと」並びに「当社が管理する施設の安全性が確保されて

いること及び施設の安全性を確保する体制が確保されているこ

と」を毎年度点検するとともに，５年毎（初回は平成２４年度）

に，その結果を当該年度の１０月末日までに河川管理者へ報告い

たします。 

 
（２）河川法令遵守状況の自己点検  

平成１９年度以降，前項２．１～２．３について毎年度取り組

み，適正な水利使用の徹底を図るとともに，本店による現場の状

態把握，各部門の品質管理チーム（担当）による業務の実施状況

の確認（セルフチェック）及び品質管理部による社内考査を実施

し，問題点や不適合状況が発見された場合は，これを是正します。

この結果を毎年度上記委員会で審議します。 

 
（３）管理施設の安全性に関する自己点検  

ダムを含む水路工作物について，巡視・点検結果及び水利使用

規則で報告を求められているデータ計測結果に基づき，施設の安

全性に問題が無いかを点検する。また，施設の安全性を確認する

体制に問題がないかについても点検します。この結果を毎年度上

記委員会で審議します。  
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３．むすび  
 

本報告書では，不適切事案に関する再発防止策の具体的な行動計画

をご報告いたしました。今後，この再発防止策を確実に実施・定着さ

せて，適正な水利使用に努めてまいりますとともに，「隠さない風土

と安全文化の構築」を経営の原点に，新しい北陸電力を創り上げてま

いる所存です。何とぞ，ご理解を賜りますようお願い申し上げます。  
 



 

近畿地方整備局提出  

 

 

 

 

発電水利使用に関する不適切事案に係る  
再発防止策報告書  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１９年６月１５日 

 

北陸電力株式会社 
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１．  本報告書の位置づけ  
当社は，国土交通省河川局長から「水力発電関連施設に係る自主点

検の実施（平成１８年１１月２１日）」，国土交通省近畿地方整備局長

から「水力発電関連施設に係る報告徴収（平成１９年２月１５日）」の

指示を受け，水力発電設備における河川法の許可手続きの遺漏，水利

使用規則に基づく測定データに関する不適切な取扱いの有無等の調査

を行い，平成１８年１２月２０日及び平成１９年３月１４日にそれぞ

れ調査結果を報告いたしました。  
河川法に基づく許可申請の手続き漏れや取水量報告に係る不適切な

取扱い等の不適切な事案がありましたことを深く反省し，改めてお詫

び申し上げます。  
 
平成１９年５月１６日，国土交通省近畿地方整備局長より「発電水

利使用に関する不適切事案に係る再発防止策」について具体的に構築

し，その内容を報告するとともに，取り組みを徹底するよう命令を受

けました。  
本報告書は，具体的な再発防止策の内容とその実施状況を報告申し

上げるものです。  
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２．  再発防止策  
２．１  水利使用に係る適正性の確認体制の整備  

（１）体制の構築  
水力発電施設に係る河川法令上の必要な手続き及びデータ報告

に携わる部門において，河川法令に関する許可・承認申請業務及

びデータ報告業務に関する社内指針を整備し，水利使用に係る適

正性の確認体制を構築いたしました。  
＜内容＞  

○河川法令に携わる部門は，土木部門，電力流通部門，総務部門

の３部門であり，それぞれの部門における担当業務毎の実施箇

所及び責任者を図－１に示します。  
○河川法令に関する許可・承認申請業務及びデータ報告業務につ

いては，社内指針を表－１のとおり整備し，図－２～５に示す

とおり役割分担と責任を明確化しました。  
○許可・承認申請が漏れない仕組みとして，工事担当箇所が工事

件名一覧表を作成し，申請箇所が河川管理者と事前相談した上

で必要な許可・承認申請を行います。また，計画外工事につい

てもその都度，河川管理者と事前相談を実施し，必要な許可・

承認申請を行います。  
○データ報告業務が漏れないことやデータの適正性の確認につ

いては，報告書提出箇所が設備管理箇所で作成した資料の内容

審査を行い，本店主管部が承認した後，河川管理者に報告いた

します。  
○土木部，電力流通部，総務部の品質管理チーム（担当）は自部

門の業務の実施状況の確認（セルフチェック）を行い，品質管

理部は，各部門における業務運営の有効性について確認し，問

題点があれば改善の指導を行います。  
○土木部，電力流通部，総務部で構成する「水利使用連絡会（本

店）」では，各部の業務の実施状況，品質管理部の社内考査結

果等を確認するとともに，水利使用に関する情報交換・協議を

行います。  
 また，支店単位で構成する「水利使用連絡会（支店）」では，

事前相談資料及びデータ報告の相互確認，水利使用に関する情

報交換・協議を行います。  
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※１水利使用連絡会（本店） 活動頻度（年４回）  

①各部の業務の実施状況，品質管理部の社内考査結果等の確認  
②水利使用に関する情報交換・協議  
 

※２水利使用連絡会（支店） 活動頻度（年４回）  
支店単位での土木部門，電力流通部門，総務部門の連絡会  
①事前相談資料及びデータ報告の相互確認  
②水利使用に関する情報交換・協議  
 

（注） 

平成１９年７月１日までは，土木部品質管理チームを土木部品質管理

担当，課長・チーム統括を所長・チーム統括，富山支店用地担当を富

山用地事務所，品質管理部考査室を経営管理部品質管理室に読み替え

る。（以下，同じ） 

 

図－１ 水利使用適正性の確認に係る各部の役割分担 

 

実施
状況
説明  

主管部  
(内 容 審 査 ・ 確 認 ) 

(セ ル フ チ ェ ッ ク )  

 

土 木 部  

・ 土 木 運 営 チ ー ム  

・ 品 質 管 理 チ ー ム  

電 力 流 通 部  

・ 水 力 発 電 チ ー ム  

・ 品 質 管 理 チ ー ム  

総 務 部  

・ 立 地 用 地 総 括  

チ ー ム  

改善
指導  

品
質
管
理
部 

考
査
室 

申請・報告書  

提出箇所  
(内容審査・確認 )  

・ 土 木 部  

土 木 工 務 チ ー ム  
 

・ 石 川 ,福 井  

支 店 技 術 部  
土 木 建 築 チ ー ム  

設備管理・  

工事担当箇所  

（工事実施，  

 申請書作成，  

データ計測，  

報告書作成）  
電 力 部 発 変 電 保 守 課  
電 力 部 発 電 工 事 課  

水路工作物の土木設備

(ダ ム ・ 水 路 等 )  
水路工作物の電気設備

(水 車 等 )  
水 利 権 取 得 及 び  

期 間 更 新  

電 力 部 土 木 課  

責 任 者 :課 長 ・  

チ ー ム 統 括  

（ 水 利 権 許 可 申 請 ）  

・ 富 山 支 店 用 地 担 当  

・ 石 川 ,福 井 支 店  

総 務 部 用 地 チ ー ム  

責 任 者 ： 電 力 部 長  

(申 請 要 否・報 告 デ ー タ・施 設 の 安 全 性 の 確 認 )  

・ 電 力 流 通 部  

水 力 発 電 チ ー ム  
 

・ 石 川 ,福 井  

支 店 技 術 部  
電 力 保 安 チ ー ム  

※１  

※２  

平成 19 年 7 月 1 日以降の組織名で表記  （注） 
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表－１ 整備した社内指針  

部門  社内指針名称  整備内容  実施期日  
｢水力発電所取水

量管理指針｣の制

定 

・土木部門及び電力流通部門にまた

がる取水量の管理，記録報告業務

の役割分担と責任を明確にし，社

内指針として新たに制定。 

H19.5.30

制定 

土木部・ 

電力流通部 

｢有峰引水運用指

針｣の制定 

・有峰引水の運用，制御，監視及び

記録報告業務を行う関係各事業

所の役割分担と責任を明確にし，

社内指針として新たに制定。 

H19.4.1 

制定 

｢河川法に係る業

務指針｣の制定 

・品質管理担当箇所による業務の実

施状況の確認，今回の国土交通省

への報告事項等を追記。 

・既に実施中の「改修工事に係る河

川法申請業務標準 (H16.3.30 制

定)」と「取水量等の報告に関す

るチェックリスト作成について

(H19.3.28 土木運営ﾁｰﾑ統括達)」

を統合し，社内指針として制定。

H19.5.30

制定 

土木部 

｢土木保守業務担

当区分指針｣の制

定 

・既に運用中の「土木保守業務担当

区分規準」に品質管理担当箇所の

業務区分，今回の命令に基づく国

土交通省への報告事項に関する

業務区分を追記し，社内指針とし

て制定。 

H19.5.30

制定 

電力流通部 ｢水力発電所施工

指針(申請業務)｣

の改定 

・電気担当が実施する河川法に関す

る申請業務について，申請・届出

チェックリスト，役割分担，業務

フロー及び品質管理担当箇所に

よる業務の実施状況の確認を追

加し，指針を改定。 

H19.5.30

改定 

総務部 ｢水利権許可申請

書作成指針｣の制

定 

・河川法に係る申請業務について，

役割分担及びチェック体制を明

確化し，指針を制定。 

H19.6.6 

制定 
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（２）許可・承認申請，データ報告の実施  
上記社内指針で定めた役割分担及び業務フロー（図－２～５）

に基づき，許可・承認申請，データ報告書作成及び内容審査を行

うとともに，河川管理者と事前協議を行い，適切な許可・承認申

請･データ報告を実施します。  
 

（３）許可・承認申請，データ報告業務の適正性確認  
各部品質管理チーム（担当）により，許可・承認申請，データ

報告業務が，上記社内指針に基づき適切に実施され，確実な再発

防止につながっているか定期的（年１回）にサンプル調査により

確認（セルフチェック）します。  
また，品質管理部による社内考査において，定められた仕組み

の有効性を定期的（年１回）にサンプル調査により確認するとと

もに，実施状況のヒアリングを行い，問題点があれば改善の指導

を行います。  
なお，河川管理者への報告は，５月末までに土木部土木運営チ

ームが行います。  
 
以上の定期的な適正性確認の結果に基づき，問題が発生した場

合には「原因究明」「対策案の検討」「社内指針の改定・周知」等

の是正措置を施すなど，ＰＤＣＡを確実に実施し，不適切事案の

再発防止を徹底します。  
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図－２ 工事許可申請に関する業務分担（土木部門） 

［ダム，水路，ゲート等］  

土木部
品質管理
チーム

土木部土木運営チーム
工事担当箇所

（電力部土木課）
河川管理者

START

工事計画策定

工事計画ﾋｱﾘﾝｸﾞ（工事内容・申請手続き検討）

工事計画集約

事前相談資料作成

計画外工事

事前相談資料
の確認

事前相談資料
集約・審査

事　前　相　談

事前相談結果
の確認

注2

申請書作成 内　容　審　査 事　前　説　明

工事に係る同意取
得･補償交渉

事前説明結果確認

決裁

申請予定件名の確認 申請書提出 審査・許可

決裁 許可条件

工事着工･竣工 工事着工･竣工

申請手続き
完了の確認

END

許可条件確認、遵守

完　成　検　査

河
川
法
上
の
必
要
な
手
続
き

注1：事前相談時
は，他部門の河川
法に係る当該年度
の工事件名一覧表
を集約し提出す
る。

注2：申請手続き
の最終責任
工事一覧表に基づ
き申請実施

申請箇所
土木部土木工務チーム

支店技術部土木建築チーム

注：この業務分担
における申請は，
許可・承認申請，
届出のことをさ
す。

運　用　開　始

工事計画決定

:申請の進
捗に合わせ
て実施

右
記
の
業
務
が
適
正
に
行
わ
れ
て
い
る
こ
と
を
定
期
的
（

年
1
回
）

に
検
証
・
評
価
（

セ
ル
フ
チ
ェ
ッ

ク
）

注1

申請が必要
なもの

申請が不要なもの

注3

注3

注3：ダム水
路課長が申
請要否を確
認
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図－３ 工事許可申請に関する業務分担（電力流通部門）  
［水車，水路電力線・通信線等］  

電力流通部 
品質管理 
チーム  

電力流通部 

水力発電チーム 

工事担当箇所 
（電力部保守課・工事課 

 ・発変電課，電力所） 

 

河川管理者 

START  

工事計画策定 

工事計画集約 

計画外工事 

事前相談資料作成 

事 前 相 談 

申請書作成 内 容 審 査 事 前 説 明 

工事に係る同意取
得･補償交渉 事前説明結果確認 

申請予定件名の確認 審査・許可 

決裁 許可条件 

工事着工･竣工 工事着工･竣工 

END 

河

川

法

上

の

必

要

な

手

続

き

 

注 1：事前相談時は，土

木部土木運営チー

ムが河川法に係る

当該年度の工事一

覧表を集約し提出

する。 

申請箇所 

支店技術部電力保安チーム 

 

注：この業務分担におけ

る申請は，許可・承

認申請，届出のこと

をさす。 

運 用 開 始 

: 申請の進

捗に合わ

せて実施 

右
記
の
業
務
が
適
正
に
行
わ
れ
て
い
る
こ
と
を
定
期
的
（
年
一
回
）
に
検
証
・
評
価
（
セ
ル
フ
チ
ェ
ッ
ク
） 

注1 

事前相談資料 
集約・審査 

申請書提出 

決裁 

申請手続き完了 
の確認 

許可条件確認、遵守 

完 成 検 査 

工事計画ﾋｱﾘﾝｸﾞ（工事内容・申請手続き検討） 

工事計画決定 （配布） 

（配布） 

（提出） 

申請が不要なもの 申請が必要

なもの 

申請件名一覧作成 

申請件名一覧修正 

申請件名一覧に
実績入力 

（提出） 

内 容 審 査 
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 総務部  
立地 ･用地  
総括 ﾁｰﾑ  

支店技術部  
電力保安 ﾁｰﾑ  

申請資料作成箇所  
土木部土木工務 ﾁｰﾑ  

支店技術部  
土木建築 ﾁｰﾑ  

申請箇所  
 

支店用地 ﾁｰﾑ（担当） 

 
河川管理者  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

河

川

法

第

23
条

に

基

づ

く

申

請

手

続

き  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

     

 
図－４ 水利権に関わる申請業務分担  

右
記
の
業
務
が
適
正
に
行
わ
れ
て
い
る
こ
と
を
定
期
的(

年
１
回)
に
検
証
・
評
価
（
セ
ル
フ
チ
ェ
ッ
ク
） 

確認  

※ 新 規 水 利

権 必 要 情 報

は そ の 都 度

連絡  

(毎年 4 月 )  
・新規水利権が

必 要 と な る

工 事 の 有 無

の確認依頼  
・翌年度期間更

新 を 要 す る

水 利 権 の 確

認依頼  

翌 年 度 水 利 権

申 請 予 定 一 覧

表作成  
注 1，注 2 

事前相談  

注 1:  
更新種類  
・単純更新  
・ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ対

象等  
 
注 2：  
事 前 相 談 時
は，土木部土
木 運 営 チ ー
ム が 当 該 年
度 の 資 料 を
集 約 し 提 出
する。  

 
事前説明  

提出

許可  

事前相談資料作成  

申 請 に 必 要 な 書
類の作成依頼  

申請に必要な書類の作成  
 

申請に必要な書類の ﾁｪｯｸ  

確認  

 
決  裁  

申請書  

決裁書  
事前協議  

関係箇所に配布  

決
裁
書  
内
容
審
査  

許可条件確認  
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図－５ データ報告に関する業務分担  
［取水量報告，ダムゲート操作報告等］  

区
分

土木部
品質管理
チーム

土木部土木運営チーム
設備管理箇所

（電力部土木課）
河川管理者

出水時

元データを含め送付

河川管理者からの指示が

ある場合に提出する。

　※サンプルチェック
　（元データとの照合）

報告書提出箇所
土木部土木工務チーム

支店技術部土木建築チーム

提出対象発電所の
確認

河
川
法
第
4
9
条
に
基
づ
く
提
出

水
利
使
用
規
則
に
基
づ
く
報
告

　※サンプルチェック
　（元データとの照合）

・ダムゲート操作
　記録作成
・河川管理者への
　送信記録作成
・ダム放流警報
　記録作成

提出対象発電所の
チェックリスト

作成

取水量等報告作成
・取水量，使用
　水量
・調整池ダム状況
　報告
・ダム堆砂状況
　報告

右
記
の
業
務
が
適
正
に
行
わ
れ
て
い
る
こ
と
を
定
期
的
（

年
1
回
）

に
検
証
・
評
価
（

セ
ル
フ
チ
ェ
ッ

ク
）

内容審査

適正か※

YES

NO

報告

報告 報告

提出

内容審査

適正か※

YES

NO
報告

報告 報告

提出

報告

報告

承認 原因究明，再発防止策の策定，是正措置

承認 原因究明，再発防止策の策定，是正措置



 10 

２．２  河川法令の遵守意識の徹底 

（１）教育の徹底 

ａ．河川法令に関する教育の徹底  
河川法令の理解不足，知識不足による不適切な事案発生の再

発防止策として，以下の河川法令に関する社員への職能教育を

充実させ，定期的に実施します。 

表－２ 河川法令に関する社員教育  
Ｈ19 年度 部

門 
取組実施内容 対象 

5 6 7 8 9 下期
備考 

○新入社員教育  
水 力 発 電 所 の 業 務 に 必 要 な 河 川 法 令

の基礎知識に関する教育を追加し実施。  

新入社員 

（毎年１回） 

      次年度
以降  
継続 

○法令研修会（臨時）  
河川法令に関わる従業員に対し，河川

法令 の内 容説 明及 び手 続き に関 する 研
修を集中的に実施。  

役職：全員 
一般職：全員 
（３回実施） 

      
H19  

○土木技術基礎教育  
土木工事に必要となる許可申請等，法

令手続きに関する教育を追加し実施。 

高卒入社 3 年次以上

大卒入社 2 年次以上

（毎年１回） 

      次年度
以降  
継続  

○土木技術専門教育  
土木工事に必要となる許可申請等，法

令手続きに関する教育を追加し実施。  

高卒入社 8 年次以上

大卒入社 4 年次以上

（毎年１回） 

      次年度
以降  
継続  

○土木鋼構造物技術基礎教育  
土 木 鋼 構 造 物 工 事 に 必 要 と な る 許 可

申請等，法令手続きに関する教育を追加
し実施。  

高卒入社 3 年次以上

大卒入社 2 年次以上

（毎年１回） 

      次年度
以降  
継続  

土
木
部 

○土木鋼構造物技術専門教育  
土 木 鋼 構 造 物 工 事 に 必 要 と な る 許 可

申請等，法令手続きに関する教育を追加
し実施。  

業務経験年数 
3 年以上 

（毎年１回） 

      次年度
以降  
継続  

○新入社員教育  
水 力 発 電 所 の 業 務 に 必 要 な 河 川 法 令

の基礎知識に関する教育を追加し実施。  

新入社員 
（毎年１回） 

      次年度
以降  
継続 

○法令教育（新規）  
水 力 発 電 所 の 工 事 及 び 日 常 業 務 上 必

要と なる 河川 法令 に基 づく 申請 業務 に
関する必要知識を習得。 

 
 
H19 年度は 35 才以上全社員を対象に

実施。  

(臨時) 
役職：全員 

（３回実施） 
一般:35 才以上
（３回実施） 

(定例実施) 
入社５年次全員
（毎年１回） 

      
 
 

H20 
他一般職
 
 
H20 ～ 継
続  

○水力発電設備設計研修  
工事に必要となる許可申請等，法令手

続きに関する教育を継続的に実施。  

30 才程度 
（毎年１回） 

      次年度
以降  
継続  

電
力
流
通
部 

○主機全面改修研修  
水車，発電機の全面改修に伴う業務と

して，許可申請等，法令手続きに関する
教育を継続的に実施。  

35 才程度適任者
（１回/３年）

      次年度
以降  
継続  

総
務
部 

○水力担当者研修  
水 利 権 許 可 申 請 業 務 に お け る 法 令 手

続きに関する教育を継続的に実施。  

支店用地 (水力担当 )

役職者,担当者

      
次年度
以降  
継続  

一般職 97 名  

役職 90 名  

役職 28 名  

一般職 48 名  
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ｂ．コンプライアンス教育の徹底 

取水量等報告の不適切な取扱い等の事例に対し，法令遵守の

徹底をより一層強化するため，以下のコンプライアンスに関す

る教育を実施します。 

 

表－３ コンプライアンスに関する社員教育  
Ｈ19 年度 部

門 
取組実施内容 対象 

5 6 7 8 9 下期

備 

考 

水

力  

○不適切事例コンプライア

ンス研修（臨時）  
現業役職者  

(土木 ,電流部 ) 
(3 回実施 ) 

       

○職場単位の集団討議実施  
不適切事案を追記した行

動規範事例集等を用いて，

各職場でコンプライアンス

に関する集団討議を実施。  
 

各職場 (年 4 回 ) 

 

     

 

○コンプライアンスマイン

ド変革研修（新規）  
既に，新入社員教育・ス

テップアップ研修，新任管

理 監 督 者 研 修 ,新 任 特 別 管

理職研修等においてコンプ

ライアンス教育を実施して

いるが，更に，コンプライ

アンス意識の徹底を図るた

め，コンプライアンスの根

底となるマインドのあり方

についての研修を集中的に

実施。  

全社共通 

 

(臨時教育) 
全従業員対象 

(100 回程度) 

 

 

(定例教育追加)
新入社員ﾌｫﾛｰ研修

(入社 2 年次) 

中堅社員研修 

 

特管職ﾌｫﾛｰ研修 

 

 

       
 
 
 
 
 
次年度

以降  
継続  

 

全

社

共

通  

○コンプライアンス集中教

育（新規）  
指導的役割を果たす経営

幹部及び職場の長である管

理職を対象としてコンプラ

イアンスに関する研修を集

中的に実施。  

全社共通  

(臨時教育)  
経営幹部教育  

 
 

管理職研修  
(全特別管理職 ) 

 

       

 
 
 
 

(H19.4.20～27 実施)
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（２）社内規定の整備 

河川法に関する許可・承認申請業務及びデータ報告業務が適正

に行われるよう，関係部門の社内指針を整備するとともに継続的

に改善します。また，社内指針の制改定を実施した場合は，速や

かに社内周知を実施します。 

なお，今回の不適切事案の再発防止を目的として平成１９年度

に整備した社内指針は，表－１（４頁参照）のとおり。  
 

（３）本店等における現場の状況把握 

河川法令に関する許可・承認申請業務及びデータ報告業務が適

正に行われるよう，社内指針に定めた業務フローに基づき「計画

段階」「実施段階」及び「業務完了時」に本店主管部が各業務の

状況把握・内容審査を行います。 

また，各部門の品質管理チーム（担当）による業務の実施状況

の確認（セルフチェック）において，本店主管部が現場の状況を

把握し，業務が適正に実施されているかを確認します。  
 
 
（４）前年度の取組実績の報告  

平成２０年度以降は，前年度の教育実績（実施した研修の概要，

当該研修の人数及び研修の成果の要旨）及び社内規定の変更実績

（社内規定変更の内容及びその周知の状況等），当該年度の教育

等の取組実施計画を土木部土木運営チームにて全社集約の上，毎

年５月末日までに河川管理者へ報告いたします。  
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２．３ 河川法令手続き等に係る事前相談の実施  
（１）河川管理者との事前相談  

河川法に係る工事を行おうとする場合，水利権の取得・更新

を行う場合，水利使用規則で報告を求められているデータの補

正やその計測方法の変更を行おうとする場合には，河川管理者

と事前相談を行います。（図－２～５参照）  
なお，工事計画策定時には，各部門で工事計画資料を作成し

土木部土木運営チームが集約した上で，一括して河川管理者と

毎年３月末日までに事前相談を行います。  
また，年度途中で緊急に必要となる工事については，その都

度各部門が河川管理者と事前相談を行います。  
 
（２）河川管理者への報告  

土木部，電力流通部は，各部門が河川法に係る当該年度の工

事計画，水利使用規則で報告を求められているデータに係る計

測予定表，前年度の工事実績及び工事履歴，その他河川管理者

から指示されたものを作成します。  
土木部土木運営チームは各部門の集約を行い，毎年５月末日

までに河川管理者に報告いたします。  
表－４ 河川管理者への報告に関する業務分担  

 
土木部 

(土木運営ﾁｰﾑ) 
電力流通部 

（水力発電ﾁｰﾑ） 
河川 

管理者 

対
象
業
務 

・土木部所管設備に 
係る工事計画及び実
績 

・同工事履歴 

・水利使用規則に基づ
き報告するデータ計
測予定表 

・その他河川管理者か
らの指示による事項 

・電力流通部所管設備
に係る工事計画及び
実績 

・同工事履歴 

 
 
 
・その他河川管理者か

らの指示による事項 

役
割
分
担 

  

 

報告  

5 月末  

各電力部，支店

土 木 建 築 チ ー

ム に お い て 資

料作成  

各 電 力 部 に お

いて資料作成  

全社集約  

内容審査･集約  内容審査･集約  



 14 

２．４ 定期的な自己点検 

（１）自己点検体制の構築  
自己点検の公正性を確保するため，外部専門家（大学教授，弁

護士）を含む委員会を設置し，「河川法令にすべからく違反して

いないこと」並びに「当社が管理する施設の安全性が確保されて

いること及び施設の安全性を確保する体制が確保されているこ

と」を毎年度点検するとともに，５年毎（初回は平成２４年度）

に，その結果を当該年度の１０月末日までに河川管理者へ報告い

たします。 

 
（２）河川法令遵守状況の自己点検  

平成１９年度以降，前項２．１～２．３について毎年度取り組

み，適正な水利使用の徹底を図るとともに，本店による現場の状

態把握，各部門の品質管理チーム（担当）による業務の実施状況

の確認（セルフチェック）及び品質管理部による社内考査を実施

し，問題点や不適合状況が発見された場合は，これを是正します。

この結果を毎年度上記委員会で審議します。 

 
（３）管理施設の安全性に関する自己点検  

ダムを含む水路工作物について，巡視・点検結果及び水利使用

規則で報告を求められているデータ計測結果に基づき，施設の安

全性に問題が無いかを点検する。また，施設の安全性を確認する

体制に問題がないかについても点検します。この結果を毎年度上

記委員会で審議します。  
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３．むすび  
 

本報告書では，不適切事案に関する再発防止策の具体的な行動計画

をご報告いたしました。今後，この再発防止策を確実に実施・定着さ

せて，適正な水利使用に努めてまいりますとともに，「隠さない風土

と安全文化の構築」を経営の原点に，新しい北陸電力を創り上げてま

いる所存です。何とぞ，ご理解を賜りますようお願い申し上げます。  
 


